
番号 措置名 交付金事業の名称
8 福祉対策措置 福祉施設維持運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 鏡野町

交付金事業実施場所

　（小学校）鏡野町古川50､円宗寺825､下森原405､香々美828､真経730､女原79-2､上齋原1320､富西谷581-1
　（中学校）鏡野町竹田610
　（幼稚園）鏡野町薪森原721-1
　（共同調理場）鏡野町竹田610

交付金事業の概要

　小学校職員（校務員1名）及び臨時職員（講師11名・校務員7名・事務員1名）、中学校臨時職員（講師7名・支援員1名・事務
員兼校務員1名）、幼稚園職員（園長2名・教諭1名）及び臨時職員（講師6名）、共同調理場職員（場長1名）及び臨時職員（栄
養士1名・調理員11名）の人件費１２ヶ月分。
　平成２８年４月に旧町村単位に設置していた町立中学校４校を１校に統合しましたが、町内に点在する公共施設を維持運営
していくためには依然として多額の経費が必要であり、本交付金を充当し施設を継続して運営することは、住民福祉の向上の
ため大変重要なことであります。
　また、臨時講師は専門的な教科の講師であり、学校基本法による教員の定数に上乗せしての臨時講師のため、より生徒に
充実した授業を行なうことができます。

総事業費 119,825,493
交付金充当額 100,000,000
うち文部科学省分 100,000,000
うち経済産業省分 　

○小学校の児童数

南小 大野小 鶴喜小 香々美小 香北小 奥津小 上齋原小 富小 合計

平成26年度 268 131 100 45 18 58 28 23 671

平成27年度 256 140 103 40 16 58 19 20 652

平成28年度 268 145 106 37 15 62 17 19 669

○中学校の生徒数

鏡野中 奥津中 上齋原中 富中 合計

平成26年度 269 27 14 18 328

平成27年度 286 16 11 18 331

平成28年度 311 － － － 311

○幼稚園の園児数

郷幼稚園 上齋原幼稚園 合計

平成26年度 40 5 45

平成27年度 33 4 37

平成28年度 34 2 36

○学校給食利用者数

平成26年度 1,004

平成27年度 987

平成28年度 982



無

交付金事業の成果目標

　町立の小学校、中学校、幼稚園及び学校給食共同調理場の固定的に必要な維持運営費への交付金充当によ
り、子どもたちが良好な環境で義務教育を受け、充実した給食サービス提供が可能となり、電源立地地域である
当町の地域振興に寄与することが期待できます。さらに、当事業によるの公共施設の適正な維持管理を通じ、地
域社会の発展による地域住民の福祉の向上、電力施設の設置・運転への理解に大きく寄与することが期待でき
ます。

交付金事業の成果指標

　上記、成果目標を達成するために、小中学校については全国学力・学習状況調査の「学校に行くのは楽しいと
思いますか」の質問に対する「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の割合を７割以上、幼稚園については保護
者満足度アンケート調査を実施し、満足度割合７割以上の施設利用満足度を設定します。また、共同調理場につ
いては給食を食している児童へのアンケート調査の「給食は全部食べますか」「給食を残す理由」の回答結果で
サービス提供の利用満足度を計ることにより、地域社会のさらなる発展と住民福祉の向上が期待できます。

交付金事業の成果及び評価

　小中学校については平成28年度全国学力・学習状況調査の「学校に行くのは楽しいと思いますか」の質問に対
する「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」の割合は、小学校では89.5%、中学校では77.7%でした。幼稚園につ
いては保護者満足度アンケート調査の満足度割合は86.4%でした。また、給食を食している児童へのアンケート調
査結果によると、「給食は全部食べますか」の質問では、13.9%の児童が「いつも残す」と答えており、「給食を残す
理由」では「量が多い」と答えた児童が31.9%でした。この結果に対し、栄養価等を考慮しつつ、ニーズをふまえた
メニューの考案により、より利用者満足度の高いサービスの提供が可能となり、地域社会のさらなる発展と住民
福祉の向上が期待できます。
　さらに、当事業による施設の適切な維持管理を通じ、電力施設の設置・運転への理解に大きく寄与することが
期待できます。

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額
　小学校正職員・臨時職員 　採用・雇用 － 44,859,372
　中学校臨時職員 　雇用 － 19,744,500

計 119,825,493

　幼稚園正職員・臨時職員 　採用・雇用 － 26,445,179
　共同調理場正職員・臨時職員 　採用・雇用 － 28,776,442

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 Ｈ33


